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　少子高齢化による労働力不足や国際競争力の低下、長時間労働の見直しなど働き方改革が
求められる中、生産性向上の重要性はさらに高まっていくことが考えられます。企業の持続的な
成長・発展には生産性向上が大きな課題となるため、事業主が率先して行う必要があります。

特集
必見 ！ 生産性向上のポイント

生産性とは？

業務効率化との違いは？

労働力（従業員数や労働時間）や資本の投入（原材料費、設備など）に対して、どれだけ成果
が出せたかを表す指標。生産性向上とは、生み出す成果の割合を増やしたり、投入する資源
の量を減らすなどの施策を実行して、組織の生産性を高める取り組みのことをいいます。

業務の効率化は、3Mと呼ばれる「ムリ」「ムダ」「ムラ」を削減することなどですが、
これは生産性向上のための手段の一つです。

生産性向上が求められる背景

生産性向上のポイント

生産性向上のメリット

深刻な人手不足 2030年ごろから急激な人口減少が進むと予測され、特に生産年齢人口（15～64歳）の減少は顕著
です。今までと同じ働き方では一人ひとりの負担が大きくなり生産性が低下、企業は衰退する一方に。

1

国際競争力の低下 公益財団法人日本生産性本部が発表した「労働生産性の国際比較2023」によると、日本の時間あた
りの労働生産性は52.3ドルで、OECD加盟38カ国中30位。順位は1970年以降で最も低くなっていま
す。

2

働き方改革による
従業員の意識変化

長時間労働の是正など働き方改革の推進によって、従業員がワーク・ライフ・バランスを実現できる働
きやすい環境を求めるようになりました。そのため、一人ひとりが限られた時間で効率よく従来以上の
成果を上げる必要があります。

3

業務を棚卸しして、業務量や工程を正確に
把握する。慣習的に続いている重要度の低
い業務や簡略化できる業務があれば改善を
図る。

ムダな業務・工程の洗い出し1

限られた人材で効率よ
く働くことができ、確かな
成果を生み出せる。

少ない労働力で成果を
出せれば、人件費など
のコスト削減を期待で
きる。

労働時間を削減でき、
従業員のワーク・ライフ・
バランスの向上につな
がる。

業務を標準化して、誰が担当しても同様の手
順、品質を維持できる状態にする。ミスを未
然に防ぎ、修正に費やす時間を削減できる。

業務・工程のマニュアル化2

従業員それぞれのスキルや保有している資
格、業務経験を収集・管理する。一人ひとりの
情報を確認できる状態にして、適切な人員配
置を計画する。

適切な人員配置3

ペーパーレス化してコストのムダを省く、ビジ
ネスツールを導入して定型的な作業を自動化
するなど業務をデジタル化して作業の効率
化・省人化を図る。

テクノロジーの活用4

日頃からコミュニケーションを取り合い、情報
を共有することでトラブルや業務の失敗にも
迅速に対応できる。連帯感を育み、チーム
ワーク向上につながる。

コミュニケーションの促進5

研修や資格取得に向けた支援制度の充実
など、従業員が学ぶ機会を設ける。また、資
格に応じた手当ての支給が従業員のモチ
ベーションアップに結び付く。

従業員のスキルアップ支援6

生産性向上の取り組み事例

◯株式会社honeyboy&co.

鹿児島市内の街中で、蜂蜜酒（ミード）を製造・販売しています。限ら
れたリソースをより効率的に活用するために、小型の容器へお酒等
の液体を充填するスパウトパウチ充填機と、特殊色専用LEDプリン
ターを導入しました。高い精度とスピードをもった最新の充填機は、
均一な充填を保ちながら充填時間の短縮を実現。同じ時間・同じ労
働力で多くの製品を生産できるため売上の増加や利益拡大が見込
めるだけでなく、業務標準化によるスタッフの負担軽減も実現。材料
のロスが減ったことでトータルコストの削減も期待できます。特殊色
専用LEDプリンターは光輝性の高いゴールドやシルバーなどの印刷

が可能で、小ロット・短納期対応といった付加価値向上をかなえてく
れました。設備投資を支援する補助金は、新たな設備を導入する際
の強い味方です。国の補助金・助成金のほか、鹿児島市など地方自
治体が設けた補助金や助成金の制度もあります。ぜひ、自社の事業
所が所在する自治体のホームページ等を確認してみてください。

代表取締役 
一戸 悠里さん
代表取締役 
一戸 悠里さん

【会社概要】
設立：2020年１月22日
事業内容：酒類の企画販売、製造
従業員数：19名
※2024年12月現在

具体的な取り組み
●スパウトパウチ充填機の導入による充填時間の縮小、生産ス
ピードの向上
●特殊色専用LEDプリンターの導入による同封書類やのし紙に
かかるコスト削減

◯株式会社東宝建設

以前は、勤怠管理や給与を表計算ソフトに手入力していましたが、
確認ミスが多く労働時間の集計にも時間がかかっていました。そこ
で、助成金を活用してクラウド型の勤怠管理システムを導入。パソコ
ンやスマートフォン、指紋認証など多様な打刻方法に対応しており、
従業員の出退勤をリアルタイムで管理できます。現場や営業先など、
いつでもどこでも簡単に打刻・申請ができるため従業員の負担が少
ない点も魅力です。導入後は作業時間短縮による業務効率化の実
現、ヒューマンエラー防止に加え、勤務時間や有給休暇数が可視化
されて長時間労働の抑制や労務管理の見直しを進めることができ

ました。総合建設業の傍ら、結婚相談業も始めました。中小企業であ
る私たちにとって、鹿児島市や県、国の補助金等はとても心強いも
のです。売上拡大や生産性向上の後押しになるだけでなく、新しい
事業にも積極的に挑戦することができます。今後も助成金や補助金
等をうまく活用しながら、事業の存続・拡大を進めていきたいです。

代表取締役 
東 優一さん
代表取締役 
東 優一さん

【会社概要】

活用した鹿児島市の補助事業：「メイドインかごしま」支援事業

活用した鹿児島市の補助事業：小規模事業者ICT導入促進支援事業

設立：1972年６月23日
事業内容：総合建設業、結婚相談業
従業員数：８名
※2024年12月現在

具体的な取り組み
●勤怠管理システム導入による業務効率化

生産性向上の取り組みを支援します

鹿児島市の支援
●小規模事業者ICT導入促進支援事業
小規模事業者のICT活用による生産性向上を促進するため、専門家の派遣やICTツール導入に対し助成します。
活用例
・専用ソフトウェア導入による事務効率化（勤怠管理、給与計算、在庫管理など）
・キャッシュレス決済やPOSレジ導入による事務効率化
・自動化・管理ツール導入による事務効率化など

●「メイドインかごしま」支援事業
中小企業者（製造業者）等の行う生産性向上に資する設備導入
や新製品の開発等にかかる経費の一部を助成します(先着順)。

詳しくは
鹿児島市

ホームページへ

詳しくは
鹿児島市

ホームページへ

鹿児島市 産業支援課 商業サービス業係
　　 099-216-1322TEL

問い合わせ先

鹿児島市 産業支援課 ものづくり係
　　 099-216-1323TEL

問い合わせ先

労働力不足の解消1 コスト削減2 働き方改革の実現3
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建設業・ドライバー・医師の時間外労働の上限規制 特設サイト はたらきかたのススメお知らせ

詳しくは
Check!

　認知症キャラバン・メイトが職場などへ出向いて、認知症の正しい理解や認知症の
人への接し方などについて、お話しします。社内の研修などで、ぜひご利用ください。
【対　　象】市内の企業や団体　おおむね10人以上
【講座内容】認知症の理解と対応、認知症サポーターとしてできること、相談場所等
【講座時間】90分程度　【受 講 料】無料
【申　　込】実施希望日の1か月前までに
FAXにて長寿あんしん相談センター本部へ

高齢者に優しい企業・事業所を目指すための認知症サポーター養成講座お知らせ

問い合わせ先 鹿児島市 長寿あんしん相談センター本部
　　099-813-8555　　  099-813-1041

職場健診の結果を本市にご提供ください
（従業員の方が本市国保加入の場合）

お知らせ

詳しくは
Check!

　2024年4月から建設業、トラック・バス・タクシードライバー、医師の「働き方改革」を進めるため、時間外労働の上限規制
が適用となりました !
　長時間労働の解消などによる労働環境の改善により、働く人、一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを
目指します。

鹿児島労働局 監督課
　　099-223-8277TEL

問い合わせ先

育児休業給付金の延長手続きが変わります ！お知らせ

　令和7年４月以後、延長の際は、速やかな職場復帰のために保育所等の利用申し込みをしていることをハローワークで確認
させていただきますので、必ず以下の書類を提出していただきますようお願いいたします。
●育児休業給付金支給対象期間延長事由認定申告書
●市町村に保育所等の利用申し込みを行ったときの申込書の写し
●市町村が発行する保育所等の利用ができない旨の通知
　（入所保留通知書、入所不承諾通知書など）

最寄りのハローワークまで

問い合わせ先

環境経営に取り組んでみませんか？お知らせ

詳しくは
Check!

　鹿児島市では、環境に配慮した事業活動を行っている事業所を「グリーンオフィスかごしま」として認定しています。電気使
用量の削減など目標を決めて実践、評価、改善（環境マネジメント）を行うことで、環境負荷を低減しつつコスト削減にもつな
がります。申請方法等の詳細はホームページをご覧いただくか、電話でお問い合わせください。
【認定対象】鹿児島市内に所在地を有する事業所
【認定特典】LED照明、エアコン、デマンド監視装置等の設置補助

太陽光発電システムの設置補助について補助金額の優遇
中小企業向け環境配慮促進資金の融資　ほか

鹿児島市 環境保全課 環境保全係
　　099-216-1297TEL

TEL FAX

　令和６年４月１日から、障害者差別解消法の改正に伴い、事業者による障害のある人への「合理的配慮（※）の提供」が義務化
されました。障害のある人もない人も、互いにその人らしさを認め合いながら共に生きる社会の実現に向け、事業者の皆さま
も、どのような取り組みができるか考えていきましょう。
※合理的配慮とは、障害のある人から、社会の中にあるバリアを取り除くために何らかの対応を必要としているとの意思が伝えられたとき
に、負担が重すぎない範囲で対応することが求められるものです。

※障害者への具体的な配慮については、内閣府ホームページをご確認ください。

事業者による障害のある方への「合理的配慮の提供」が義務化されました義　務

内閣府　合理的配慮サーチ

問い合わせ先 鹿児島市 障害者基幹相談支援センター
　　099-226-1200　　　 kikan-soudan@po2.synapse.ne.jpTEL mail

詳しくは
Check!

鹿児島市内閣府

●「合理的配慮」の具体例
障害のある人からの申出

飲食店で車椅子のまま着席したい

申出への対応（合理的配慮）
机に備え付けの椅子を片付けて、車椅
子のまま着席できるスペースを確保し
た

ケース１

難聴のため筆談によるコミュニケーショ
ンを希望したが、弱視でもあるため、細
いペンや小さな文字では読みづらい

太いペンで大きな文字を書いて筆談を
行ったケース２

特定健診等トク得応援隊を募集しています募　集

　鹿児島市国民健康保険や全国健康保険協会鹿児島支部の特定健診などを受診した方へ、特典を提供していただく事業所
（特定健診等トク得応援隊）を募集しております（特典内容は、各事業所で設定していただきます）。トク得応援隊に登録するこ
とで、健診受診者への広報の機会にもなります。ぜひご登録くださいますようお願いいたします。

問い合わせ先 鹿児島市 国民健康保険課 保健事業係
　　099-808-7505　　  099-216-1200TEL FAX

　40歳から74歳までの本市国民健康保険加入の方は、毎年特定健診を受けていただく必要があります（令和5年度本市国
保特定健診受診率34.1%）。職場健診の健診結果をご提出いただくことで、特定健診を受診したとみなすことができますの
で、生活習慣病の予防と、特定健診の受診率アップのために、職場健診の結果をご提供ください（結果をご提供くださった方
は、トク得クーポンがもらえます）。
※本人の同意が必要です。

問い合わせ先 鹿児島市 国民健康保険課 保健事業係
　　099-808-7505　　  099-216-1200TEL FAX

　社会人として身につけておきたい契約の基礎知識や悪質商法の対処法、多重債務・借金問題などについて消費生活相談
員が職場などへ出向いてお話します（無料）。新入社員や社内での研修として、ぜひご利用ください。
【対　　象】　鹿児島市内の企業や団体
【講座内容】（例）
●社会人に多い消費者トラブル
●多重債務、クレジットカードの注意点
●クーリング・オフの方法　など

【講座時間】　30分～90分程度（調整可）
【申　　込】　実施希望日の１か月前までに電子申請か電話、ファクス、メール、郵送にて

消費生活出張講座お知らせ

詳しくは
Check!

社内研修などでご利用ください

問い合わせ先

詳しくは
Check!

詳しくは
Check!

ハローワークの
管轄区域と
所在地一覧は
こちら

詳しくは
Check!

問い合わせ先 鹿児島市 消費生活センター（〒892-8677 鹿児島市山下町11番１号）
　　099-808-7512　　  099-808-7501　　　 syouhi@city.kagoshima.lg.jpTEL FAX mail
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建設業・ドライバー・医師の時間外労働の上限規制 特設サイト はたらきかたのススメお知らせ

詳しくは
Check!

　認知症キャラバン・メイトが職場などへ出向いて、認知症の正しい理解や認知症の
人への接し方などについて、お話しします。社内の研修などで、ぜひご利用ください。
【対　　象】市内の企業や団体　おおむね10人以上
【講座内容】認知症の理解と対応、認知症サポーターとしてできること、相談場所等
【講座時間】90分程度　【受 講 料】無料
【申　　込】実施希望日の1か月前までに
FAXにて長寿あんしん相談センター本部へ

高齢者に優しい企業・事業所を目指すための認知症サポーター養成講座お知らせ

問い合わせ先 鹿児島市 長寿あんしん相談センター本部
　　099-813-8555　　  099-813-1041

職場健診の結果を本市にご提供ください
（従業員の方が本市国保加入の場合）

お知らせ

詳しくは
Check!

　2024年4月から建設業、トラック・バス・タクシードライバー、医師の「働き方改革」を進めるため、時間外労働の上限規制
が適用となりました !
　長時間労働の解消などによる労働環境の改善により、働く人、一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを
目指します。

鹿児島労働局 監督課
　　099-223-8277TEL

問い合わせ先

育児休業給付金の延長手続きが変わります ！お知らせ

　令和7年４月以後、延長の際は、速やかな職場復帰のために保育所等の利用申し込みをしていることをハローワークで確認
させていただきますので、必ず以下の書類を提出していただきますようお願いいたします。
●育児休業給付金支給対象期間延長事由認定申告書
●市町村に保育所等の利用申し込みを行ったときの申込書の写し
●市町村が発行する保育所等の利用ができない旨の通知
　（入所保留通知書、入所不承諾通知書など）

最寄りのハローワークまで

問い合わせ先

環境経営に取り組んでみませんか？お知らせ

詳しくは
Check!

　鹿児島市では、環境に配慮した事業活動を行っている事業所を「グリーンオフィスかごしま」として認定しています。電気使
用量の削減など目標を決めて実践、評価、改善（環境マネジメント）を行うことで、環境負荷を低減しつつコスト削減にもつな
がります。申請方法等の詳細はホームページをご覧いただくか、電話でお問い合わせください。
【認定対象】鹿児島市内に所在地を有する事業所
【認定特典】LED照明、エアコン、デマンド監視装置等の設置補助

太陽光発電システムの設置補助について補助金額の優遇
中小企業向け環境配慮促進資金の融資　ほか

鹿児島市 環境保全課 環境保全係
　　099-216-1297TEL

TEL FAX

　令和６年４月１日から、障害者差別解消法の改正に伴い、事業者による障害のある人への「合理的配慮（※）の提供」が義務化
されました。障害のある人もない人も、互いにその人らしさを認め合いながら共に生きる社会の実現に向け、事業者の皆さま
も、どのような取り組みができるか考えていきましょう。
※合理的配慮とは、障害のある人から、社会の中にあるバリアを取り除くために何らかの対応を必要としているとの意思が伝えられたとき
に、負担が重すぎない範囲で対応することが求められるものです。

※障害者への具体的な配慮については、内閣府ホームページをご確認ください。

事業者による障害のある方への「合理的配慮の提供」が義務化されました義　務

内閣府　合理的配慮サーチ

問い合わせ先 鹿児島市 障害者基幹相談支援センター
　　099-226-1200　　　 kikan-soudan@po2.synapse.ne.jpTEL mail

詳しくは
Check!

鹿児島市内閣府

●「合理的配慮」の具体例
障害のある人からの申出

飲食店で車椅子のまま着席したい

申出への対応（合理的配慮）
机に備え付けの椅子を片付けて、車椅
子のまま着席できるスペースを確保し
た

ケース１

難聴のため筆談によるコミュニケーショ
ンを希望したが、弱視でもあるため、細
いペンや小さな文字では読みづらい

太いペンで大きな文字を書いて筆談を
行ったケース２

特定健診等トク得応援隊を募集しています募　集

　鹿児島市国民健康保険や全国健康保険協会鹿児島支部の特定健診などを受診した方へ、特典を提供していただく事業所
（特定健診等トク得応援隊）を募集しております（特典内容は、各事業所で設定していただきます）。トク得応援隊に登録するこ
とで、健診受診者への広報の機会にもなります。ぜひご登録くださいますようお願いいたします。

問い合わせ先 鹿児島市 国民健康保険課 保健事業係
　　099-808-7505　　  099-216-1200TEL FAX

　40歳から74歳までの本市国民健康保険加入の方は、毎年特定健診を受けていただく必要があります（令和5年度本市国
保特定健診受診率34.1%）。職場健診の健診結果をご提出いただくことで、特定健診を受診したとみなすことができますの
で、生活習慣病の予防と、特定健診の受診率アップのために、職場健診の結果をご提供ください（結果をご提供くださった方
は、トク得クーポンがもらえます）。
※本人の同意が必要です。

問い合わせ先 鹿児島市 国民健康保険課 保健事業係
　　099-808-7505　　  099-216-1200TEL FAX

　社会人として身につけておきたい契約の基礎知識や悪質商法の対処法、多重債務・借金問題などについて消費生活相談
員が職場などへ出向いてお話します（無料）。新入社員や社内での研修として、ぜひご利用ください。
【対　　象】　鹿児島市内の企業や団体
【講座内容】（例）
●社会人に多い消費者トラブル
●多重債務、クレジットカードの注意点
●クーリング・オフの方法　など

【講座時間】　30分～90分程度（調整可）
【申　　込】　実施希望日の１か月前までに電子申請か電話、ファクス、メール、郵送にて

消費生活出張講座お知らせ

詳しくは
Check!

社内研修などでご利用ください

問い合わせ先

詳しくは
Check!

詳しくは
Check!

ハローワークの
管轄区域と
所在地一覧は
こちら

詳しくは
Check!

問い合わせ先 鹿児島市 消費生活センター（〒892-8677 鹿児島市山下町11番１号）
　　099-808-7512　　  099-808-7501　　　 syouhi@city.kagoshima.lg.jpTEL FAX mail
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　鹿児島市では、SDGsの推進に向けて、ともに取り組む企業等を「かごしまSDGs推進パートナー」として、募集しています。
【対象】　SDGsの理念を踏まえ、SDGsの推進に取り組む市内の企業及びその他団体等
【特典】　・パートナーロゴマークを名刺等の印刷物やHPなどに活用できます。

・市中小企業融資制度において、通常の市補助後の保証料率から、さらに0.1％引き下げられます。
・食品ロス等削減のため、賞味期限の迫る食品や切り替えとなった商品などを安価に販売
する会員限定ECサイト「クローズドマート」を、従業員の福利厚生として利用することが
できます。
また、利用金額の一部が「かごしま市愛の福祉基金」に寄付され、ひとり親家庭支援など
に活用されます。

かごしまSDGs推進パートナー登録募集募　集

詳しくは
Check!

問い合わせ先 鹿児島市 政策企画課
　　099-216-1106

　鹿児島市では、民間ならではのアイデア、ノウハ
ウ、テクノロジー等を活用し、市政における諸課題
の解決や市民サービスの向上を図るため、民間事
業者からの提案を広く募っています。
【提案の募集形態】

【対　　象】自ら提案内容の遂行が可能な民間事業者
（企業、団体、個人事業主等）

【運用実績（令和6年11月末時点）】
提案数：41件
うち実施した件数：１３件

「官民連携プラットフォーム」のご案内
～官民連携による課題解決策の提案を募集しています～

お知らせ

問い合わせ先 鹿児島市 政策企画課
　　099-216-1106TEL

課題提示型 市が解決したい課題を提示し、官民連携によ
る解決策の提案を募集するもの

自由提案型
地域課題の解決や市民サービスの向上に資
する提案など、民間事業者の自由な発意によ
る官民連携の提案を募集するもの

民間事業者 鹿児島市

事業所管課

政策企画課
（プラットフォーム所管課）

課題抽出

課題の提示、提案の募集

提案内容の協議・調整

提案
（常時、オンラインで受付）

提案の
情報提供

鹿児島市 官民連携プラットフォーム 詳しくは
Check!

　鹿児島市では、従業員や家族等の健康づくりに取り組む事業所を「健康づくりパートナー」として登録し、事業所と力をあわ
せて、働く世代の健康づくりを推進する事業を行っています。すでに健康づくりに取り組んでいる事業所も、これから健康づく
りに取り組みたい事業所も「健康づくりのための初めの一歩」としてぜひ登録を ！
【登録の対象】　市内に所在し、従業員及び家族の健康づくりに取り組む事業所
【登録の特典】
●登録証・ステッカーの交付
●健康に関する講演会の講師派遣
●健康づくりに関する最新の情報やイベント・研修などを案内ほか

鹿児島市健康づくりパートナー登録募集
～従業員の健康こそが、事業所の生産性向上のカギです ！ ～

募　集

鹿児島市 保健政策課 健康づくり係
　　099-803-6861TEL

詳しくは
Check!

　鹿児島市では、町内会や地域コミュニティ協議会等におけ
るデジタルツールの活用を推進するため、町内会等を対象に
インターネット関連サービスなどの各種サービスや割引など
を提供いただける事業者を募集します。
【募集する協力内容】
以下テーマに資する町内会等におけるデジタルツールの活用
①地域住民への情報発信や役員間の情報共有
②町内会費のオンライン集金
③その他、町内会活動の効率化、負担軽減等に資するもの

【サービスの事例】
・サービス利用料の割引等
・サービスに関する説明会の開催（町内会長、役員、会員等向け）
・導入期間中におけるカスタマーサポートの実施など

【応援事業者の対象】
自ら協力内容を遂行することができる民間事業者

【応援事業者のメリット】
事業者の名称、サービス内容などを市のホームページに掲載し、町
内会等にPRします。社会貢献活動によるイメージアップや顧客拡大
等につながります。
【登録方法】
所定の申出書を地域づくり推進課まで
メール又は電子申請にて提出

詳しくは
Check!

町内会等におけるデジタルツール活用応援事業者を募集しています ！募　集

町内会等
地域コミュニティ協議会

鹿児島市 応援事業者
①登録

②登録事業者名と
サービス内容を
HPで公表

④割引など
サービスの提供③依頼

⑤利用実績報告

鹿児島市 地域づくり推進課 コミュニティ係
　　099-216-1214
　　 chi-community@city.kagoshima.lg.jp
TEL
mail

問い合わせ先

※市HPより登録申込書をダウンロードできます。

　鹿児島市では、安心して暮らすことができる地域社会を実現するため、鹿児島市犯罪被害者等支援条例を制定しました。
（令和６年12月20日施行）
　この条例では、事業者も二次的被害の防止や市が実施する犯罪被害者等の支援のための施策に協力することが明記され
ています。
　誰もが突然、犯罪の被害にあう可能性があります。犯罪被害にあわれた方は、犯罪被害による直接的な心身への影響に加
え、裁判等への対応など様々な事情によって、仕事を休まざるを得ないことがあります。また、出勤しても精神的ショックや身
体の不調などで、被害にあう前と同じように働くことができなくなったり、職場に居づらくなったりすることがあります。そのた
め、被害回復のための休暇取得や業務量の調整、従業員への啓発など、仕事を続けられるための配慮をお願いします。
※二次的被害とは　犯罪等による直接的な被害以外の犯罪被害者等が受ける経済的な損失、精神的な苦痛、心身の不調、
プライバシーの侵害等をいいます。（例）医療費の負担や失職、周囲の無理解や無責任なうわさ話など

鹿児島市犯罪被害者等支援条例を制定しました
「犯罪被害にあわれた方へのご理解・ご配慮をお願いします」

お知らせ

鹿児島市 安心安全課
　　099-216-1209　　　099-226-0748TEL FAX問い合わせ先

　県労働委員会では、個別労働関係紛争のあっせんを行っています。
あっせんは、個々の労働者と使用者との間に生じた労働に関するトラブルについて、当事者間で解決を

図ることが困難な場合、労働問題に関し経験豊富な「あっせん員」が双方の主張をお聞きして、歩み寄りに
よる円満な解決をお手伝いする制度です。
　あっせん員は、県労働委員会の公益委員（弁護士、大学教授等）、労働者委員（労働組合役員）、使用者
委員（会社経営者等）の三者で構成され、公正・中立な立場であっせんを行います。労働者、使用者のどな
たでも利用できますので、まずはお気軽に御相談ください。（無料、秘密厳守。）

個別労働関係紛争のあっせんお知らせ

問い合わせ先 鹿児島県 労働委員会事務局（県庁15階）
　　099-286-3943　　  099-286-5653TEL FAX

　職場のトラブルで悩んでいませんか?
個々の労働者と使用者との間に生じた労働に関するトラブルの解決方法について、県労働委員会委員（弁護士・大学教授等、

労働組合役員、会社経営者等）が相談に応じます。労働者、使用者のどなたでも、お気軽に御相談ください。（無料、秘密厳守。）
◎開　　催　毎月第４火曜日（原則）　◎受　　付　14時30分～16時30分
◎場　　所　鹿児島県労働委員会（鹿児島市鴨池新町10－1県庁15階）電話相談できます。
◎事前申込み　不要ですが、お待たせしないために、事前予約をお勧めします。
◎相談事例　解雇、雇止め、配置転換、賃下げ、パワハラなど
◎詳しくは、右記までお問い合わせください。

県労働委員会委員による「労使間のトラブルに関する無料相談会」の開催お知らせ

問い合わせ先 鹿児島県 労働委員会事務局（県庁15階）
　　099-286-3943　　  099-286-5653TEL FAX問い合わせ先

TEL
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　鹿児島市では、SDGsの推進に向けて、ともに取り組む企業等を「かごしまSDGs推進パートナー」として、募集しています。
【対象】　SDGsの理念を踏まえ、SDGsの推進に取り組む市内の企業及びその他団体等
【特典】　・パートナーロゴマークを名刺等の印刷物やHPなどに活用できます。

・市中小企業融資制度において、通常の市補助後の保証料率から、さらに0.1％引き下げられます。
・食品ロス等削減のため、賞味期限の迫る食品や切り替えとなった商品などを安価に販売
する会員限定ECサイト「クローズドマート」を、従業員の福利厚生として利用することが
できます。
また、利用金額の一部が「かごしま市愛の福祉基金」に寄付され、ひとり親家庭支援など
に活用されます。

かごしまSDGs推進パートナー登録募集募　集

詳しくは
Check!

問い合わせ先 鹿児島市 政策企画課
　　099-216-1106

　鹿児島市では、民間ならではのアイデア、ノウハ
ウ、テクノロジー等を活用し、市政における諸課題
の解決や市民サービスの向上を図るため、民間事
業者からの提案を広く募っています。
【提案の募集形態】

【対　　象】自ら提案内容の遂行が可能な民間事業者
（企業、団体、個人事業主等）

【運用実績（令和6年11月末時点）】
提案数：41件
うち実施した件数：１３件

「官民連携プラットフォーム」のご案内
～官民連携による課題解決策の提案を募集しています～

お知らせ

問い合わせ先 鹿児島市 政策企画課
　　099-216-1106TEL

課題提示型 市が解決したい課題を提示し、官民連携によ
る解決策の提案を募集するもの

自由提案型
地域課題の解決や市民サービスの向上に資
する提案など、民間事業者の自由な発意によ
る官民連携の提案を募集するもの

民間事業者 鹿児島市

事業所管課

政策企画課
（プラットフォーム所管課）

課題抽出

課題の提示、提案の募集

提案内容の協議・調整

提案
（常時、オンラインで受付）

提案の
情報提供

鹿児島市 官民連携プラットフォーム 詳しくは
Check!

　鹿児島市では、従業員や家族等の健康づくりに取り組む事業所を「健康づくりパートナー」として登録し、事業所と力をあわ
せて、働く世代の健康づくりを推進する事業を行っています。すでに健康づくりに取り組んでいる事業所も、これから健康づく
りに取り組みたい事業所も「健康づくりのための初めの一歩」としてぜひ登録を ！
【登録の対象】　市内に所在し、従業員及び家族の健康づくりに取り組む事業所
【登録の特典】
●登録証・ステッカーの交付
●健康に関する講演会の講師派遣
●健康づくりに関する最新の情報やイベント・研修などを案内ほか

鹿児島市健康づくりパートナー登録募集
～従業員の健康こそが、事業所の生産性向上のカギです ！ ～

募　集

鹿児島市 保健政策課 健康づくり係
　　099-803-6861TEL

詳しくは
Check!

　鹿児島市では、町内会や地域コミュニティ協議会等におけ
るデジタルツールの活用を推進するため、町内会等を対象に
インターネット関連サービスなどの各種サービスや割引など
を提供いただける事業者を募集します。
【募集する協力内容】
以下テーマに資する町内会等におけるデジタルツールの活用
①地域住民への情報発信や役員間の情報共有
②町内会費のオンライン集金
③その他、町内会活動の効率化、負担軽減等に資するもの

【サービスの事例】
・サービス利用料の割引等
・サービスに関する説明会の開催（町内会長、役員、会員等向け）
・導入期間中におけるカスタマーサポートの実施など

【応援事業者の対象】
自ら協力内容を遂行することができる民間事業者

【応援事業者のメリット】
事業者の名称、サービス内容などを市のホームページに掲載し、町
内会等にPRします。社会貢献活動によるイメージアップや顧客拡大
等につながります。
【登録方法】
所定の申出書を地域づくり推進課まで
メール又は電子申請にて提出

詳しくは
Check!

町内会等におけるデジタルツール活用応援事業者を募集しています ！募　集

町内会等
地域コミュニティ協議会

鹿児島市 応援事業者
①登録

②登録事業者名と
サービス内容を
HPで公表

④割引など
サービスの提供③依頼

⑤利用実績報告

鹿児島市 地域づくり推進課 コミュニティ係
　　099-216-1214
　　 chi-community@city.kagoshima.lg.jp
TEL
mail

問い合わせ先

※市HPより登録申込書をダウンロードできます。

　鹿児島市では、安心して暮らすことができる地域社会を実現するため、鹿児島市犯罪被害者等支援条例を制定しました。
（令和６年12月20日施行）
　この条例では、事業者も二次的被害の防止や市が実施する犯罪被害者等の支援のための施策に協力することが明記され
ています。
　誰もが突然、犯罪の被害にあう可能性があります。犯罪被害にあわれた方は、犯罪被害による直接的な心身への影響に加
え、裁判等への対応など様々な事情によって、仕事を休まざるを得ないことがあります。また、出勤しても精神的ショックや身
体の不調などで、被害にあう前と同じように働くことができなくなったり、職場に居づらくなったりすることがあります。そのた
め、被害回復のための休暇取得や業務量の調整、従業員への啓発など、仕事を続けられるための配慮をお願いします。
※二次的被害とは　犯罪等による直接的な被害以外の犯罪被害者等が受ける経済的な損失、精神的な苦痛、心身の不調、
プライバシーの侵害等をいいます。（例）医療費の負担や失職、周囲の無理解や無責任なうわさ話など

鹿児島市犯罪被害者等支援条例を制定しました
「犯罪被害にあわれた方へのご理解・ご配慮をお願いします」

お知らせ

鹿児島市 安心安全課
　　099-216-1209　　　099-226-0748TEL FAX問い合わせ先

　県労働委員会では、個別労働関係紛争のあっせんを行っています。
あっせんは、個々の労働者と使用者との間に生じた労働に関するトラブルについて、当事者間で解決を

図ることが困難な場合、労働問題に関し経験豊富な「あっせん員」が双方の主張をお聞きして、歩み寄りに
よる円満な解決をお手伝いする制度です。
　あっせん員は、県労働委員会の公益委員（弁護士、大学教授等）、労働者委員（労働組合役員）、使用者
委員（会社経営者等）の三者で構成され、公正・中立な立場であっせんを行います。労働者、使用者のどな
たでも利用できますので、まずはお気軽に御相談ください。（無料、秘密厳守。）

個別労働関係紛争のあっせんお知らせ

問い合わせ先 鹿児島県 労働委員会事務局（県庁15階）
　　099-286-3943　　  099-286-5653TEL FAX

　職場のトラブルで悩んでいませんか?
個々の労働者と使用者との間に生じた労働に関するトラブルの解決方法について、県労働委員会委員（弁護士・大学教授等、

労働組合役員、会社経営者等）が相談に応じます。労働者、使用者のどなたでも、お気軽に御相談ください。（無料、秘密厳守。）
◎開　　催　毎月第４火曜日（原則）　◎受　　付　14時30分～16時30分
◎場　　所　鹿児島県労働委員会（鹿児島市鴨池新町10－1県庁15階）電話相談できます。
◎事前申込み　不要ですが、お待たせしないために、事前予約をお勧めします。
◎相談事例　解雇、雇止め、配置転換、賃下げ、パワハラなど
◎詳しくは、右記までお問い合わせください。

県労働委員会委員による「労使間のトラブルに関する無料相談会」の開催お知らせ

問い合わせ先 鹿児島県 労働委員会事務局（県庁15階）
　　099-286-3943　　  099-286-5653TEL FAX問い合わせ先

TEL
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中小企業のBCP策定やBCM構築を支援しますお知らせ

　鹿児島県プロフェッショナル人材戦略拠点は、人材不足
が深刻化する昨今、デジタル化への対応といった様々な課
題解決に向け、経営環境の変化に対応できる高いスキルを
持ったプロフェッショナル人材を確保するため、無料で人材
マッチングをサポートしています。
　現在は、基本リモートで行う「副業人材」の活用も盛んに
なっています。
　有益な人材の獲得・活用による様々な課題解決に向け皆様からのご相談をお待ちしています。
まずはお気軽にご連絡ください。

御社、このままで大丈夫ですか？ （人材確保）支　援

問い合わせ先 鹿児島県 プロフェッショナル人材戦略拠点
　　099-219-9277TEL

詳しくは
Check!問い合わせ先 独立行政法人 労働者健康安全機構 鹿児島産業保健総合支援センター

　　099-252-8002TEL

　中小企業においては、災害などの緊急事態が発生したときに、損害を最小限に抑え、事業の継続や復旧を図るための事業
継続計画（BCP）を策定し、緊急事態に備えておくことが重要です。
　また、災害に強い体制を築くため、BCPの運用、見直しまでのマネジメントシステム（BCM）を構築することも効果的です。
　鹿児島県では、公益財団法人かごしま産業支援センターと連携し、BCPやBCMに詳しい専門家を
派遣する「専門家派遣事業」を実施しているほか、セミナーや補助金により、具体的なBCP策定を支援
しています。
　詳しくは鹿児島県のホームページをご覧ください。

詳しくは
Check!

働く人の「こころ」と「からだ」の健康を無料でサポート ！支　援

　各都道府県に設置されている産業保健総合支援センター（通称：さんぽセンター）では、事業場で産業保健活動に携わる
産業医、保健師、衛生管理者をはじめ、事業主、人事労務担当者などの方々に対して、産業保健に関する研修などの支援を
行っています。
　また地域窓口である地域産業保健センター（通称：地さんぽ）では、労働者数50人未満の事業場を
対象に、労働安全衛生法で定められた保健指導などの産業保健サービスを提供しています。
　ご利用・ご相談はすべて無料です。詳しくは、ホームページをご覧ください。

鹿児島県 BCP

詳しくは
Check!

未来につなぐ「事業承継・M&A」のお手伝い ～国の事業だから安心～支　援

　鹿児島県事業承継･引継ぎ支援センターは、国が各都道府県に設置する公的相談窓口です。
　中小･小規模企業の事業承継、事業譲渡・譲受（買収）に関するあらゆるご相談に、事業承継
の実務に精通した専門家がワンストップで対応します。完全予約制にてご相談をお受けしてい
ます。お電話またはメールでお問い合わせください。
【このような心配事はございませんか？】

詳しくは
Check!

　鹿児島市では、農商工等連携を推進するため、研修会や関係団体との意見交換会を開催するほか、生産者や実需者の情
報を提供することでマッチング支援を行っております。
　地元の生産者との連携を考えている場合は、ぜひお問い合わせください。
【支援内容】
●マッチング相談窓口　生産流通課流通企画係が窓口となり、課題に応じて支援機関やマッチング先の生産者等をご紹介
いたします。まずはお電話ください。
●研修会や意見交換会の開催　農商工等連携の先進事例を紹介するセミナーや、関係団体との意見交換会を定期的に開
催します。
●生産者・実需者情報の提供　異業種間のマッチングを進めるために、生産者や実需者の情報提供
を行います。
詳しくは鹿児島市ホームページをご覧ください。

問い合わせ先 鹿児島市 生産流通課 流通企画係
　　099-216-1338　　　099-216-1336　　　seisan-ryutu@city.kagoshima.lg.jpTEL mail

農商工等連携の取組のお手伝いをします‼
～鹿児島市 アグリビジネス推進事業のご案内～

支　援

FAX

詳しくは
Check!

問い合わせ先 鹿児島県事業承継・引継ぎ支援センター（鹿児島商工会議所ビル４階）
　　099-225-9550　　　099-225-9551　　　kshien@kagoshima-hikitsugi.go.jpTEL mailFAX

秘密
厳守
秘密
厳守

相談
無料
相談
無料

子供に譲りたい
何から始めて良いか、わからない

会社を他社に譲渡したいが、相手先探しや
交渉・契約などの相談をしたい

後継者がいない
事業引継ぎの方法や手続きを知りたい

会社を売却しようと考えている。自社の価
値はどのように算定すれば良いか

会社を第三者に売却するか、
役員・従業員に譲渡するか迷っている

当事者で会社の売買について合意したが、
手続きをアドバイスして欲しい

事業を拡大したい。
譲渡希望企業を紹介して欲しい

　下記の地域等において、施設や工事、設備などの新増設を行う際、一定の要件を満たす場合、税の優遇措置が適用されます。
適用されるためには、着工前に県や市の認定、指定等を受ける必要があります。
●要件など詳しくは、下記のお問い合わせ先にお早めにご相談ください。

設備投資に対する税の優遇措置について優　遇

地域 対象業種等 主な税の優遇措置

半島振興対策実施地域【喜入地域、松元地域、
郡山地域、桜島地域（注1）】

製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サー
ビス業等（コールセンター含む）

所得税、法人税の割増償却、不動産取得税、事業
税、固定資産税の不均一課税

過疎地域【旧桜島町の区域】 製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サー
ビス業等（コールセンター含む）

所得税、法人税の割増償却、不動産取得税、事業
税、固定資産税の課税免除

地方活力向上地域
【市街化区域、吉田・郡山・松元・喜入地域の一部】

本社機能（企業の調査・企画・管理等の部門、研
究所・研修所など）

法人税の特別償却・税額控除、不動産取得税、固
定資産税の不均一課税

地域未来投資促進法に基づく促進区域【国立公
園区域（桜島等）の一部を除く本市全域】

電子関連、自動車関連、食品関連、ヘルスケア関連、航空宇宙関連、
ロボット関連、情報通信関連、環境・新エネルギー関連、観光関連

法人税の特別償却・税額控除、不動産取得税、固
定資産税の課税免除

市内全域（中小企業等経営強化法に基づく先端
設備等導入計画の認定） 全業種 ３年間、固定資産税の課税標準を１／２に軽減

※賃上げ方針の表明により４年間または５年間、課税標準を１／３に軽減

地域 対象業種 窓口 電話番号

過疎地域
半島振興対策実施地域

情報サービス業等
産業創出課 ２１６－１３１４

製造業（立地協定締結企業）
上記以外製造業

産業支援課
２１６－１３２３
２１６－１３２２旅館業

農林水産物等販売業

桜島農林事務所 ２９３－２３４９
東桜島農林事務所 ２２１－３３６９
喜入農林事務所 ３４５－３７６２
松元農林事務所 ２７８－５４２９
郡山農林事務所 ２９８－４８６１

地方活力向上地域
全業種

産業創出課 ２１６－１３１４
地域未来投資促進法に基づく促進区域促進区域

産業政策課（※） ２１６－１３１８
市内全域（中小企業等経営強化法に基づく先端設備等導入計画の認定）

※業種によって窓口が異なりますので、詳しくはお問い合わせください。

問い合わせ先

副業・兼業プロ人材獲得までの流れ
企　業　様

プロ人拠点 人材紹介事業者
③多数の人材
事業者に求人取次

④人材マッチング

⑤成約
②サービス紹介・
求人票作成

①相談

注1　旧桜島町の区域においては、過疎地域の優遇制度が適用されます。
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中小企業のBCP策定やBCM構築を支援しますお知らせ

　鹿児島県プロフェッショナル人材戦略拠点は、人材不足
が深刻化する昨今、デジタル化への対応といった様々な課
題解決に向け、経営環境の変化に対応できる高いスキルを
持ったプロフェッショナル人材を確保するため、無料で人材
マッチングをサポートしています。
　現在は、基本リモートで行う「副業人材」の活用も盛んに
なっています。
　有益な人材の獲得・活用による様々な課題解決に向け皆様からのご相談をお待ちしています。
まずはお気軽にご連絡ください。

御社、このままで大丈夫ですか？ （人材確保）支　援

問い合わせ先 鹿児島県 プロフェッショナル人材戦略拠点
　　099-219-9277TEL

詳しくは
Check!問い合わせ先 独立行政法人 労働者健康安全機構 鹿児島産業保健総合支援センター

　　099-252-8002TEL

　中小企業においては、災害などの緊急事態が発生したときに、損害を最小限に抑え、事業の継続や復旧を図るための事業
継続計画（BCP）を策定し、緊急事態に備えておくことが重要です。
　また、災害に強い体制を築くため、BCPの運用、見直しまでのマネジメントシステム（BCM）を構築することも効果的です。
　鹿児島県では、公益財団法人かごしま産業支援センターと連携し、BCPやBCMに詳しい専門家を
派遣する「専門家派遣事業」を実施しているほか、セミナーや補助金により、具体的なBCP策定を支援
しています。
　詳しくは鹿児島県のホームページをご覧ください。

詳しくは
Check!

働く人の「こころ」と「からだ」の健康を無料でサポート ！支　援

　各都道府県に設置されている産業保健総合支援センター（通称：さんぽセンター）では、事業場で産業保健活動に携わる
産業医、保健師、衛生管理者をはじめ、事業主、人事労務担当者などの方々に対して、産業保健に関する研修などの支援を
行っています。
　また地域窓口である地域産業保健センター（通称：地さんぽ）では、労働者数50人未満の事業場を
対象に、労働安全衛生法で定められた保健指導などの産業保健サービスを提供しています。
　ご利用・ご相談はすべて無料です。詳しくは、ホームページをご覧ください。

鹿児島県 BCP

詳しくは
Check!

未来につなぐ「事業承継・M&A」のお手伝い ～国の事業だから安心～支　援

　鹿児島県事業承継･引継ぎ支援センターは、国が各都道府県に設置する公的相談窓口です。
　中小･小規模企業の事業承継、事業譲渡・譲受（買収）に関するあらゆるご相談に、事業承継
の実務に精通した専門家がワンストップで対応します。完全予約制にてご相談をお受けしてい
ます。お電話またはメールでお問い合わせください。
【このような心配事はございませんか？】

詳しくは
Check!

　鹿児島市では、農商工等連携を推進するため、研修会や関係団体との意見交換会を開催するほか、生産者や実需者の情
報を提供することでマッチング支援を行っております。
　地元の生産者との連携を考えている場合は、ぜひお問い合わせください。
【支援内容】
●マッチング相談窓口　生産流通課流通企画係が窓口となり、課題に応じて支援機関やマッチング先の生産者等をご紹介
いたします。まずはお電話ください。
●研修会や意見交換会の開催　農商工等連携の先進事例を紹介するセミナーや、関係団体との意見交換会を定期的に開
催します。
●生産者・実需者情報の提供　異業種間のマッチングを進めるために、生産者や実需者の情報提供
を行います。
詳しくは鹿児島市ホームページをご覧ください。

問い合わせ先 鹿児島市 生産流通課 流通企画係
　　099-216-1338　　　099-216-1336　　　seisan-ryutu@city.kagoshima.lg.jpTEL mail

農商工等連携の取組のお手伝いをします‼
～鹿児島市 アグリビジネス推進事業のご案内～

支　援

FAX

詳しくは
Check!

問い合わせ先 鹿児島県事業承継・引継ぎ支援センター（鹿児島商工会議所ビル４階）
　　099-225-9550　　　099-225-9551　　　kshien@kagoshima-hikitsugi.go.jpTEL mailFAX

秘密
厳守
秘密
厳守

相談
無料
相談
無料

子供に譲りたい
何から始めて良いか、わからない

会社を他社に譲渡したいが、相手先探しや
交渉・契約などの相談をしたい

後継者がいない
事業引継ぎの方法や手続きを知りたい

会社を売却しようと考えている。自社の価
値はどのように算定すれば良いか

会社を第三者に売却するか、
役員・従業員に譲渡するか迷っている

当事者で会社の売買について合意したが、
手続きをアドバイスして欲しい

事業を拡大したい。
譲渡希望企業を紹介して欲しい

　下記の地域等において、施設や工事、設備などの新増設を行う際、一定の要件を満たす場合、税の優遇措置が適用されます。
適用されるためには、着工前に県や市の認定、指定等を受ける必要があります。
●要件など詳しくは、下記のお問い合わせ先にお早めにご相談ください。

設備投資に対する税の優遇措置について優　遇

地域 対象業種等 主な税の優遇措置

半島振興対策実施地域【喜入地域、松元地域、
郡山地域、桜島地域（注1）】

製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サー
ビス業等（コールセンター含む）

所得税、法人税の割増償却、不動産取得税、事業
税、固定資産税の不均一課税

過疎地域【旧桜島町の区域】 製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サー
ビス業等（コールセンター含む）

所得税、法人税の割増償却、不動産取得税、事業
税、固定資産税の課税免除

地方活力向上地域
【市街化区域、吉田・郡山・松元・喜入地域の一部】

本社機能（企業の調査・企画・管理等の部門、研
究所・研修所など）

法人税の特別償却・税額控除、不動産取得税、固
定資産税の不均一課税

地域未来投資促進法に基づく促進区域【国立公
園区域（桜島等）の一部を除く本市全域】

電子関連、自動車関連、食品関連、ヘルスケア関連、航空宇宙関連、
ロボット関連、情報通信関連、環境・新エネルギー関連、観光関連

法人税の特別償却・税額控除、不動産取得税、固
定資産税の課税免除

市内全域（中小企業等経営強化法に基づく先端
設備等導入計画の認定） 全業種 ３年間、固定資産税の課税標準を１／２に軽減

※賃上げ方針の表明により４年間または５年間、課税標準を１／３に軽減

地域 対象業種 窓口 電話番号

過疎地域
半島振興対策実施地域

情報サービス業等
産業創出課 ２１６－１３１４

製造業（立地協定締結企業）
上記以外製造業

産業支援課
２１６－１３２３
２１６－１３２２旅館業

農林水産物等販売業

桜島農林事務所 ２９３－２３４９
東桜島農林事務所 ２２１－３３６９
喜入農林事務所 ３４５－３７６２
松元農林事務所 ２７８－５４２９
郡山農林事務所 ２９８－４８６１

地方活力向上地域
全業種

産業創出課 ２１６－１３１４
地域未来投資促進法に基づく促進区域促進区域

産業政策課（※） ２１６－１３１８
市内全域（中小企業等経営強化法に基づく先端設備等導入計画の認定）

※業種によって窓口が異なりますので、詳しくはお問い合わせください。

問い合わせ先

副業・兼業プロ人材獲得までの流れ
企　業　様

プロ人拠点 人材紹介事業者
③多数の人材
事業者に求人取次

④人材マッチング

⑤成約
②サービス紹介・
求人票作成

①相談

注1　旧桜島町の区域においては、過疎地域の優遇制度が適用されます。
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　鹿児島市では、インボイス制度導入に係る費用の支援や研修会等に係る費用を助成します。
●小規模事業者ICT導入促進支援事業
　小規模事業者のICTを活用した生産性向上の取組を支援。ハード面・ソフト面におけるインボイス導入に係る費用も助成の
対象になる場合があります。

適格請求書等保存方式（インボイス制度）導入に係る費用を助成します助　成

問い合わせ先 〈インボイス制度、軽減税率制度に関する相談〉
インボイス制度電話相談センター 0120-205-553
〈小規模事業者ICT導入促進支援事業に関すること〉
鹿児島市 産業支援課 商業サービス業係 099-216-1322

TEL

TEL

●輸出チャレンジ支援事業
　鹿児島市の中小企業者等が、販路を拡大するため、海外で開催される展示会等に出展する経費や海外市場調査等を実施
する経費、海外現地視察に要する経費の一部を助成します。
【補助対象事業】●国、都道府県、その他公的機関等の主催、共催又は後援により、海外で開催される展示会等へ出展又は参
加する事業（出展料、渡航費など）※オンラインでの参加も可　●海外市場のニーズ等を調査する事業（渡航費、専門家へ
の委託料など）　●海外現地視察を実施する事業（渡航費など）※国、県、その他公的機関等が主催する海外現地視察事
業等への参加を伴うものに限る

【対象とならない経費の例】●交付決定通知日より前に支払った経費 ●飲食に係る経費　●展示会等で提供する試食品や
景品等の購入費

【対 象 者】市内に主たる事業所がある中小企業者等　【助 成 額】補助対象経費の２分の１以内　※上限20万円
●地域商社支援事業
　海外展開の促進を図るため、本市事業者５者以上の商品等を取り扱う地域商社の海外への販路拡大に要する経費の一部
を助成します。
【補助対象事業】●海外で開催される展示会等への出展、又は参加 ※オンラインでの参加も可　●海外バイヤーの招へい

●情報発信及びプロモーション活動　●セミナーの開催　●取引に係る物流・決済の一元化　●その他市長が認めるもの
【対象とならない経費の例】●交付決定通知日より前に支払った経費 ●あらかじめ補助対象経費として申請のなかった経費

●飲食に係る経費
【対 象 者】市内に本店を有する地域商社　【助 成 額】補助対象経費の２分の１以内　※上限100万円

海外への販路開拓を支援します ！助　成

鹿児島市 産業政策課 企画調整係
　　０９９-２１６-１３１８TEL

問い合わせ先
　所定の申請用紙に必要書類を添えて提出（申請用紙は市ホー
ムページからダウンロード可能）。まずはお問い合わせください。

　商店街や中小企業者で組織する団体等の自主的な研修会開催や、中小企業大学校人吉校の研修受講に対し助成します。
⑴研修会の開催
【対 象 者】・事業協同組合、商店街振興組合などの法人組織

・産業振興や街づくりの目的を持って自主的に活動している鹿児島市内の事業者の会員数15人以上のグ
ループで会則及び会員名簿を備えているもの（※法人を除く）

【補助対象事業】・生産力の向上、取引力の強化、ICT活用など団体の構成員の事業活動に関するテーマ
・商店街の活性化、地域の賑わい創出など街づくりに関するテーマなど

【補助対象経費】講師謝金、講師旅費、研修会場の使用料
⑵研修の受講
【対 象 者】中小企業者
【補助対象事業】中小企業大学校人吉校で開催される研修
【補助対象経費】受講料

元気の出る中小企業支援事業補助金を活用しませんか助　成

問い合わせ先 鹿児島市 産業支援課 商業サービス業係
　　099-216-1322　　  099-216-1303　　　san-syogyo@city.kagoshima.lg.jp

詳しくは
Check!

TEL mailFAX

鹿児島市中小企業融資制度 ～事業資金の調達にお役立てください～融　資

　鹿児島市では、市内に住所と事業所を有し、6月以上（資金によっては１年以上）継続して同一事業を営んでいる個人・法人
の中小企業者に対して、事業資金の融資制度を設けています。（ただし、創業支援資金は事業実績のない方や事業実績が6
月未満の方が対象。街なかリノベーション推進資金は事業実績を問いません。）
　また、融資を受ける際の信用保証料の一部又は全部を市が補助します。
■主な申込要件
⑴ 納期の到来している市税を完納していること（本人・連帯保証人）　⑵ 経営内容及び資金の使途が明確で、償還が確実と認められる
こと　⑶ 許認可・届出等が必要な業種は、その許認可・届出等がなされていること　⑷ 鹿児島県信用保証協会の保証が得られること
※銀行取引停止処分や保証協会の延滞・求償権のある方は申込みできません。

■取扱金融機関
鹿児島銀行・南日本銀行・鹿児島信用金庫・鹿児島相互信用金庫・鹿児島興業信用組合・鹿児島県医師信用組合・鹿児島みらい農業協同組合・
奄美大島信用金庫・福岡銀行・西日本シティ銀行・肥後銀行・熊本銀行・宮崎銀行・宮崎太陽銀行・商工組合中央金庫

　鹿児島市と立地協定を締結し、新規雇用者などの交付要件を満たした企業に対して、補助金を交付いたします。詳細は市
ホームページをご覧いただくか、市産業創出課までお問い合わせください。

［1～4の共通要項］
原則として、事業用の新たな用地等を取得または賃借した後3年以内に操業を開始すること。
市との立地協定を締結し、協定に定める事項を履行すること。
新規雇用者の人数要件はかごしま連携中枢都市圏構成市(鹿児島市、日置市、いちき串木
野市、姶良市)の市民が対象(ただし、半数以上が鹿児島市民であること)

増設・新設をご検討中の事業主様へ
鹿児島市企業立地促進補助金をご活用ください

助　成

問い合わせ先

鹿児島市 産業創出課 企業立地係
　　099-216-1314

詳しくは
Check!

対象業種等 要　件 補助限度額

1 製造業
新規雇用者が11人以上［市内企業は6人以上（中小企業の場合は3人以上）※］ 2億円
新規雇用者が30人以上で設備投資額が10億円以上 7億4,000万円

2 情報通信業（ソフトウェア業等）／
デザイン業・コンテンツ制作業等／
研究開発施設

3 コールセンター／事務処理センター

新規雇用者が6人以上（デザイン・コンテンツ業は3人以上） 1億円
新規雇用者が30人以上で設備投資額が10億円以上 ３億4,000万円
鹿児島県内初進出の場合、新規雇用者が5人以上（デザイン・コンテンツ業は3人以上） 1億円
新規雇用者が30人以上

4 本社機能（業種は問わない）
（企業の調査・企画・管理等の部門、研究所、研修所など） 新規雇用者が10人以上（中小企業は5人以上）

３億4,000万円
３億4,000万円

※市内製造業特例適用の場合は、設備投資額1億円以上が要件となります。

TEL

問い合わせ先 鹿児島市 産業支援課 金融係　　　099-216-1324
又は上記取扱金融機関

TEL

■主な資金（ご利用には資金毎に要件があります。詳しくは市ホームページをご覧ください。）
内　　容 融資限度額 補助後の保証料率

産業振興資金※

（事業振興や経営改善のための資金） 3,000万円 年0.23%～1.30%
（年0.15%～1.10%）注1

創業支援資金
（これまで創業経験がない方が、事業を新たに開始するための資金）
※当該資金の利用は1回に限ります。

2,000万円
（うち運転資金は1,400万円）

年0.15%～0.64%
（年0.12%～0.48%）注2
（年0.09%～0.38%）注3

小規模企業支援資金※

（小規模企業者に対する資金）
2,000万円
（ただし、既存の保証残高との合計の範囲内） 年0.20%～0.88%

新事業展開支援資金
（①事業転換や多角化、②事業拡大、③海外販路拡大、④かごしまの
新特産品コンクール入賞者に対する資金）

①　　1,200万円
②～④3,000万円

①、②年0.15%～0.64%
（年0.12%～0.48%）注5
③　 年0.15%～0.64%
④　 年0.09%～0.38%

環境配慮促進資金
（認証取得、環境に配慮した設備の導入等に対する資金） 3,000万円 年0.09%～0.38%

ICT活用促進資金（ICTの活用促進に対する資金） 3,000万円 年0.09%～0.38%

特別小口資金※（小規模企業者に対する資金）
※申込時、保証協会の保証債務残高のない方 2,000万円 年0.26%

（年0.24％）注4

※産業振興資金、特別小口資金、小規模企業支援資金は、かごしまSDGs推進パートナーの登録を受けている場合、補助後の保証料率からさらに0.1%の割引があります。（登録
証の写しが必要）
注1 設備資金として利用する場合、保証料補助の上乗せがあります。運転・設備資金両方を利用する場合は、設備資金が全体の2/3を超える場合に適用されます。
注2 本市が定めるセミナー等の修了者又は女性、若者（30歳未満）、シニア（55歳以上）が利用する場合、保証料補助の上乗せがあります。セミナー対象年度は受講年度を含め２
年度以内（街なかリノベーション実践セミナーは５年度以内）

注3 注2のセミナー等の修了者が、女性及び若者（30歳未満）又はシニア（55歳以上）の場合、保証料補助の上乗せがあります。
注4 NPO法人が利用する場合、保証料率は年0.6%
注5 本市が定めるセミナー等の修了者が利用する場合、保証料補助の上乗せがあります。セミナー対象年度は注2に同じ。
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　鹿児島市では、インボイス制度導入に係る費用の支援や研修会等に係る費用を助成します。
●小規模事業者ICT導入促進支援事業
　小規模事業者のICTを活用した生産性向上の取組を支援。ハード面・ソフト面におけるインボイス導入に係る費用も助成の
対象になる場合があります。

適格請求書等保存方式（インボイス制度）導入に係る費用を助成します助　成

問い合わせ先 〈インボイス制度、軽減税率制度に関する相談〉
インボイス制度電話相談センター 0120-205-553
〈小規模事業者ICT導入促進支援事業に関すること〉
鹿児島市 産業支援課 商業サービス業係 099-216-1322

TEL

TEL

●輸出チャレンジ支援事業
　鹿児島市の中小企業者等が、販路を拡大するため、海外で開催される展示会等に出展する経費や海外市場調査等を実施
する経費、海外現地視察に要する経費の一部を助成します。
【補助対象事業】●国、都道府県、その他公的機関等の主催、共催又は後援により、海外で開催される展示会等へ出展又は参
加する事業（出展料、渡航費など）※オンラインでの参加も可　●海外市場のニーズ等を調査する事業（渡航費、専門家へ
の委託料など）　●海外現地視察を実施する事業（渡航費など）※国、県、その他公的機関等が主催する海外現地視察事
業等への参加を伴うものに限る

【対象とならない経費の例】●交付決定通知日より前に支払った経費 ●飲食に係る経費　●展示会等で提供する試食品や
景品等の購入費

【対 象 者】市内に主たる事業所がある中小企業者等　【助 成 額】補助対象経費の２分の１以内　※上限20万円
●地域商社支援事業
　海外展開の促進を図るため、本市事業者５者以上の商品等を取り扱う地域商社の海外への販路拡大に要する経費の一部
を助成します。
【補助対象事業】●海外で開催される展示会等への出展、又は参加 ※オンラインでの参加も可　●海外バイヤーの招へい

●情報発信及びプロモーション活動　●セミナーの開催　●取引に係る物流・決済の一元化　●その他市長が認めるもの
【対象とならない経費の例】●交付決定通知日より前に支払った経費 ●あらかじめ補助対象経費として申請のなかった経費

●飲食に係る経費
【対 象 者】市内に本店を有する地域商社　【助 成 額】補助対象経費の２分の１以内　※上限100万円

海外への販路開拓を支援します ！助　成

鹿児島市 産業政策課 企画調整係
　　０９９-２１６-１３１８TEL

問い合わせ先
　所定の申請用紙に必要書類を添えて提出（申請用紙は市ホー
ムページからダウンロード可能）。まずはお問い合わせください。

　商店街や中小企業者で組織する団体等の自主的な研修会開催や、中小企業大学校人吉校の研修受講に対し助成します。
⑴研修会の開催
【対 象 者】・事業協同組合、商店街振興組合などの法人組織

・産業振興や街づくりの目的を持って自主的に活動している鹿児島市内の事業者の会員数15人以上のグ
ループで会則及び会員名簿を備えているもの（※法人を除く）

【補助対象事業】・生産力の向上、取引力の強化、ICT活用など団体の構成員の事業活動に関するテーマ
・商店街の活性化、地域の賑わい創出など街づくりに関するテーマなど

【補助対象経費】講師謝金、講師旅費、研修会場の使用料
⑵研修の受講
【対 象 者】中小企業者
【補助対象事業】中小企業大学校人吉校で開催される研修
【補助対象経費】受講料

元気の出る中小企業支援事業補助金を活用しませんか助　成

問い合わせ先 鹿児島市 産業支援課 商業サービス業係
　　099-216-1322　　  099-216-1303　　　san-syogyo@city.kagoshima.lg.jp

詳しくは
Check!

TEL mailFAX

鹿児島市中小企業融資制度 ～事業資金の調達にお役立てください～融　資

　鹿児島市では、市内に住所と事業所を有し、6月以上（資金によっては１年以上）継続して同一事業を営んでいる個人・法人
の中小企業者に対して、事業資金の融資制度を設けています。（ただし、創業支援資金は事業実績のない方や事業実績が6
月未満の方が対象。街なかリノベーション推進資金は事業実績を問いません。）
　また、融資を受ける際の信用保証料の一部又は全部を市が補助します。
■主な申込要件
⑴ 納期の到来している市税を完納していること（本人・連帯保証人）　⑵ 経営内容及び資金の使途が明確で、償還が確実と認められる
こと　⑶ 許認可・届出等が必要な業種は、その許認可・届出等がなされていること　⑷ 鹿児島県信用保証協会の保証が得られること
※銀行取引停止処分や保証協会の延滞・求償権のある方は申込みできません。

■取扱金融機関
鹿児島銀行・南日本銀行・鹿児島信用金庫・鹿児島相互信用金庫・鹿児島興業信用組合・鹿児島県医師信用組合・鹿児島みらい農業協同組合・
奄美大島信用金庫・福岡銀行・西日本シティ銀行・肥後銀行・熊本銀行・宮崎銀行・宮崎太陽銀行・商工組合中央金庫

　鹿児島市と立地協定を締結し、新規雇用者などの交付要件を満たした企業に対して、補助金を交付いたします。詳細は市
ホームページをご覧いただくか、市産業創出課までお問い合わせください。

［1～4の共通要項］
原則として、事業用の新たな用地等を取得または賃借した後3年以内に操業を開始すること。
市との立地協定を締結し、協定に定める事項を履行すること。
新規雇用者の人数要件はかごしま連携中枢都市圏構成市(鹿児島市、日置市、いちき串木
野市、姶良市)の市民が対象(ただし、半数以上が鹿児島市民であること)

増設・新設をご検討中の事業主様へ
鹿児島市企業立地促進補助金をご活用ください

助　成

問い合わせ先

鹿児島市 産業創出課 企業立地係
　　099-216-1314

詳しくは
Check!

対象業種等 要　件 補助限度額

1 製造業
新規雇用者が11人以上［市内企業は6人以上（中小企業の場合は3人以上）※］ 2億円
新規雇用者が30人以上で設備投資額が10億円以上 7億4,000万円

2 情報通信業（ソフトウェア業等）／
デザイン業・コンテンツ制作業等／
研究開発施設

3 コールセンター／事務処理センター

新規雇用者が6人以上（デザイン・コンテンツ業は3人以上） 1億円
新規雇用者が30人以上で設備投資額が10億円以上 ３億4,000万円
鹿児島県内初進出の場合、新規雇用者が5人以上（デザイン・コンテンツ業は3人以上） 1億円
新規雇用者が30人以上

4 本社機能（業種は問わない）
（企業の調査・企画・管理等の部門、研究所、研修所など） 新規雇用者が10人以上（中小企業は5人以上）

３億4,000万円
３億4,000万円

※市内製造業特例適用の場合は、設備投資額1億円以上が要件となります。

TEL

問い合わせ先 鹿児島市 産業支援課 金融係　　　099-216-1324
又は上記取扱金融機関

TEL

■主な資金（ご利用には資金毎に要件があります。詳しくは市ホームページをご覧ください。）
内　　容 融資限度額 補助後の保証料率

産業振興資金※

（事業振興や経営改善のための資金） 3,000万円 年0.23%～1.30%
（年0.15%～1.10%）注1

創業支援資金
（これまで創業経験がない方が、事業を新たに開始するための資金）
※当該資金の利用は1回に限ります。

2,000万円
（うち運転資金は1,400万円）

年0.15%～0.64%
（年0.12%～0.48%）注2
（年0.09%～0.38%）注3

小規模企業支援資金※

（小規模企業者に対する資金）
2,000万円
（ただし、既存の保証残高との合計の範囲内） 年0.20%～0.88%

新事業展開支援資金
（①事業転換や多角化、②事業拡大、③海外販路拡大、④かごしまの
新特産品コンクール入賞者に対する資金）

①　　1,200万円
②～④3,000万円

①、②年0.15%～0.64%
（年0.12%～0.48%）注5
③　 年0.15%～0.64%
④　 年0.09%～0.38%

環境配慮促進資金
（認証取得、環境に配慮した設備の導入等に対する資金） 3,000万円 年0.09%～0.38%

ICT活用促進資金（ICTの活用促進に対する資金） 3,000万円 年0.09%～0.38%

特別小口資金※（小規模企業者に対する資金）
※申込時、保証協会の保証債務残高のない方 2,000万円 年0.26%

（年0.24％）注4

※産業振興資金、特別小口資金、小規模企業支援資金は、かごしまSDGs推進パートナーの登録を受けている場合、補助後の保証料率からさらに0.1%の割引があります。（登録
証の写しが必要）
注1 設備資金として利用する場合、保証料補助の上乗せがあります。運転・設備資金両方を利用する場合は、設備資金が全体の2/3を超える場合に適用されます。
注2 本市が定めるセミナー等の修了者又は女性、若者（30歳未満）、シニア（55歳以上）が利用する場合、保証料補助の上乗せがあります。セミナー対象年度は受講年度を含め２
年度以内（街なかリノベーション実践セミナーは５年度以内）

注3 注2のセミナー等の修了者が、女性及び若者（30歳未満）又はシニア（55歳以上）の場合、保証料補助の上乗せがあります。
注4 NPO法人が利用する場合、保証料率は年0.6%
注5 本市が定めるセミナー等の修了者が利用する場合、保証料補助の上乗せがあります。セミナー対象年度は注2に同じ。
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鹿児島市の仕事に関する情報の道案内サイトです

　労働局やハローワーク、県や関係機関などを含めた市内の仕事に関する情報について、仕事探しやスキルアップ、人材確
保など、求職者や事業者の目的別に案内しています。ぜひご活用ください。

かごしま市しごと情報ナビのご案内お知らせ

　鹿児島市では、ハローワークや経済団体等と共催で、この春鹿児島市の事業所に就職する新社会人の門出を祝福し、激励
するため、「2025鹿児島市新就職者激励大会」を開催します。今春採用予定の皆様のご参加を心よりお待ちしております。
◆日　　時 ： 令和７年３月26日（水） 13時30分～17時
◆会　　場 ： 中央公民館 ホール（山下町5-9）
◆講　　演 ： 『みんな参加型の循環型社会』

岩元 美智彦氏（株式会社JEPLAN取締役執行役員会長）
◆研　　修 ： 社会人基礎研修

社会人としての心構え、ビジネスマナー（来客応対・電話応対等）
◆申込方法 ： ３月14日（金）までに、事業所ごとに参加申込書を取りまとめ、大会実行委員会事務局へFAXまたは、申し込み

フォームからお申し込みください。
※定員がありますので、お早目にお申込みください。

2025 鹿児島市新就職者激励大会お知らせ

問い合わせ先 大会実行委員会事務局（山下町11－1 鹿児島市 雇用推進課内）
　　099-216-1325　　  099-216-1303TEL FAX

福利厚生制度の充実で明るい職場&業績アップ ！
　公益財団法人鹿児島市中小企業勤労者福祉サービスセンター（よかセンター鹿児島）は、企業の福利厚生を充実させるた
め、鹿児島市が設立した公益法人です。ぜひご活用ください ！

よかセンター鹿児島 入会のおすすめお知らせ

問い合わせ先 よかセンター鹿児島（中央町10番地 キャンセビル7階）
　　099-285-0003TEL

〈お祝い給付金〉
給付項目

〈各種チケット〉 〈健康〉
■職場健康診断助成
（１人 1,000円）
■各種検査助成
（人間ドック、PET、脳ドック等）

〈遊ぶ・泊まる・食べる〉
■グルメ、果物狩り等の助成
■スポーツ大会の開催
（ソフトボール等）
■主催教室等の開催
（寄せ植え教室、収穫体験等）
■チケット割引販売
（コンサート、テーマパーク等）
■旅行費助成
（１泊1,500円 2泊まで）

給付金額
結 婚 祝 金

一般料金 会員料金
映画チケット 1,900～2,000円 1,200円
温泉入浴回数券（10枚綴） 3,600円
ネオゴルフステージ ゴルフ練習券 11,000円 8,900円
ゴルフプラザビスタ ゴルフ練習券 10,000円 8,000円

20,000円
出 産 祝 金 12,000円
小学校入学祝金 10,000円
中学校入学祝金 10,000円
2 0 歳 祝 金 5,000円
勤 続 祝 金 3,000～5,000円
還 暦 祝 金 10,000円

〈マラソン大会助成〉
助成金額

かごしまマラソン フルマラソン 2,000円
ファンラン 1,000円

いぶすき菜の花マラソン 1,500円
ランニング桜島 1,000円

入会金 １人 300円
会　費 １人 600円

（月額）
※会員は、税法上、損金または
　必要経費として処理できます。

申し込み
フォーム

しごと情報ナビ

お見舞い・お悔やみ給付金もあります 詳しくは
Check!


